２０１６年７月１５日～１６日
自民改憲草案に固執せず＝菅長官


記者会見する菅義偉官房長官＝１５日午後、首相官邸
　菅義偉官房長官は１５日、ＢＳ朝日の番組収録で、自民党の改憲草案について、「固執してやるという気持ちは全くない。憲法審査会で議論して、そこで深めていって方向性を一つにしていく」と述べ、修正の余地があるとの考えを示した。
　改憲草案に盛られている緊急事態条項の創設に関しては、「一つの議題として、遡上（そじょう）に乗せる必要に値すると思っている。野党にも必要だという人はたくさんいる」と語った。（時事通信/07/15-17:24）
憲法改正「自民党草案に固執しない」…菅長官

読売新聞2016年07月15日 21時25分

　菅官房長官は１５日のＢＳ朝日の番組収録で、自民党が２０１２年にまとめた憲法改正草案に関し、「固執してやるという気持ちは全くない。（衆参両院に設けられている）憲法審査会の中で議論し、深めて、方向性を一つにしていく」と述べた。

　憲法改正を巡る議論では、与野党の合意形成を重視して柔軟に対応する考えを示したものだ。

改憲発議、民進賛成が条件＝公明幹部
　公明党の斉藤鉄夫幹事長代行は１５日、ＢＳフジの番組で、憲法改正の国会発議について「野党第１党が加わらないと発議できない。民進党が駄目と言うものは駄目だ」と述べ、民進党の賛成が条件になるとの認識を示した。
　先の参院選の結果、改憲に前向きな与党とおおさか維新の会などで発議に必要な３分の２の議席を衆参両院で確保したが、斉藤氏はより幅広い合意形成を目指すよう求めた。斉藤氏は「国民分断の国民投票にしてはならない」と指摘するとともに、改憲に関して期限を設定すべきではないとの考えも示した。　（時事通信/07/15-22:31）
改憲「民進が『ダメ』というものはダメ」　公明・斉藤氏
朝日新聞デジタル2016年7月16日00時01分
　公明党の斉藤鉄夫幹事長代行は１５日のＢＳフジの番組で、憲法改正について「民進党が『これはダメ』というものはダメだ」と述べ、野党第１党の民進党が加わらない形で、国会が憲法改正を発議（提案）することは受け入れられないという考えを示した。
　斉藤氏は「野党第１党も含めて国会が発議し、国民分断の国民投票にしてはならないというのが国会の憲法審査会のコンセンサスだ」とも指摘。「幅広い合意を得るには時間を設定してはだめで、ある意味時間がかかる」と語った。
　また、自衛隊を集団的自衛権も行使できる「国防軍」に変える自民改憲草案については「戦後７０年積み上げた議論を大事にすべきで、現実に議論を始めた時に収拾がつかなくなるような気がする」と懸念を示した。
　斉藤氏は番組終了後、公明党の改憲項目については「３、４年かけては憲法審査会の議論に間に合わないので、個人的には、半年から１年かけてまとめたい」と記者団に語った。
岸田外相 　憲法９条の改正「今も考えない」
毎日新聞2016年7月16日　東京朝刊
　岸田文雄外相は１５日の記者会見で、憲法９条の改正は当面必要ないとした過去の発言について「考え方は変わっていない」と述べた。岸田氏は昨年１０月の自民党岸田派の研修会で、安全保障関連法の成立を評価したうえで「当面、憲法９条の改正を考えない。これが私たちの立場ではないか」と語り、党内リベラル派の立場を鮮明にしていた。一方、憲法改正自体は「それぞれの条項ごとに判断される」と述べた。【小田中大】 
岡田・民進代表 　改憲議論に余地　「９条以外」
毎日新聞2016年7月15日　東京朝刊
　民進党の岡田克也代表は１４日の記者会見で、憲法改正に関し、安倍晋三首相が現行憲法を連合国軍総司令部（ＧＨＱ）による「押し付け憲法」と捉えている見解を撤回し、立憲主義を順守するとの条件を守れば、９条以外の条文の議論に応じる余地があるとの考えを示唆した。 
　参院選で改憲勢力が国会発議に必要な３分の２超の議席を占め、秋の臨時国会で再開される見込みの衆参両院憲法審査会での議論を拒むのは、困難と判断したとみられる。 
　岡田氏は会見で、押し付け憲法論の撤回や立憲主義の順守が「大前提」と断った上で「私は９条改正の必要はないと明言しているが、それ以外について何か言っているわけではない。『なるほど』と思われることが出て議論するというのは、ないわけではない」と説明した。同時に「首相が日本国憲法に対する考えを説明するのが先だ。憲法改正や議論そのものを一切しないと言っているわけではない」と強調した。
改憲は「急がば回れ」　衆院憲法審査会・保岡興治会長 
2016/7/16 1:3情報元日本経済新聞　電子版
衆院憲法審査会の保岡興治会長（自民）に今後の審査会の議論の見通しなどを聞いた。
　――国会での改憲論議をどう進めるか。
　「野党第１党はもちろん、少数政党や護憲政党も参加し、議論の熟度を高めた上で方針や案文を決める。国民投票をにらんだ慎重な議論こそ憲法改正につながる」
　――改憲に前向きな勢力が国会発議に必要な３分の２に達した。
　「３分の２が政治的に大…
改憲、まず審査会で攻防　与党は項目絞り込み狙う 
2016/7/16 1:05情報元日本経済新聞　電子版
　憲法改正に前向きな自民党、おおさか維新の会、日本のこころを大切にする党と、「加憲」を掲げる公明党が衆参両院で３分の２を超える勢力を得たことで、改憲論議は新たな段階に入る。舞台になるのは衆参両院にある憲法審査会。改憲勢力はこの審査会の場をつかって改憲項目の絞り込みを狙う。改憲阻止を掲げる野党は、議論を通じて改憲に「待った」をかけたい考えだ。
　菅義偉官房長官は15日のＢＳ朝日の番組収録で「憲法審で議…
ヘリパッド22日にも着工、沖縄　沖縄米軍訓練場返還へ政府

共同通信2016/7/16 02:00

　政府は、米軍北部訓練場（沖縄県東村、国頭村）の部分返還を実現するため、米側との間で条件になっているヘリコプター離着陸帯（ヘリパッド）の建設工事を22日にも始める方針を固めた。政府関係者が15日、明らかにした。

　沖縄の基地負担軽減に取り組む姿勢をアピールし、米軍普天間飛行場（宜野湾市）の名護市辺野古移設に理解を得る狙いがある。だが、翁長雄志知事は、新型輸送機オスプレイがヘリパッドで運用される計画があるとして容認しない姿勢を示しており、双方の対立はさらに深まりそうだ。

ヘリ着陸帯、大型車両７台基地へ　資機材早朝搬入５日連続

琉球新報2016年7月15日 11:37 


ヘリパッド建設に抗議する市民らを県警機動隊が排除している間に、資機材を基地に搬入する大型車両＝１５日午前６時すぎ、東村高江の北部訓練場メインゲート前
　【東・国頭】東村と国頭村に広がる米軍北部訓練場のヘリパッド建設工事に関し、沖縄防衛局は１５日も早朝から、プレハブや水タンク、大型の容器などの資機材を東村高江にあるメインゲートから搬入した。資機材を載せた大型車両７台を含む約５０台がヘリパッド建設に反対する市民らが抗議を続ける中、次々とメインゲートに入った。５０人以上の県警機動隊員がゲートに続く県道７０号を囲むように警備した。メインゲートへの資機材のまとまった搬入は１１日から５日連続となった。１５日も午前６時すぎに行われた。
　資機材を載せた大型車両以外にも普通乗用車などが入った。沖縄防衛局の職員や作業員らが乗っているとみられる。
　来週にも新たなヘリパッド建設が着手される予定の「Ｎ１地区」ゲートには車両の出入りなどは確認されていない。「Ｎ１地区」ゲート前には沖縄防衛局や県警のものとみられる関係車両が複数台常駐している。
　建設に反対する市民ら約２０人は午前６時半ごろ、メインゲート前でスクラムを組んで、座り込みによる非暴力の闘いで抵抗していくことを確認。「沖縄を返せ」など３曲を歌った。
　沖縄平和運動センターの山城博治議長は「徹底した非暴力の闘いで辺野古の新基地建設は中止に追い込んできた。高江でも同様な闘いで自然を守っていこう」と市民らに呼び掛けた。
【琉球新報電子版】
共闘継続へ、保守系は不満＝民進が参院選総括
　与党が勝利した参院選の結果を受け、民進党は総括論議をスタートさせた。１人区での議席増などを理由に野党共闘を評価する声が党内に拡大。執行部は「一定の効果を上げた」と継続の方向を打ち出す文書を来月まとめる方針だ。ただ、保守系には共産党との協力に不満が根強く、９月の代表選で巻き返しを狙う。
　「３年前のどん底から一歩、二歩は土俵の真ん中の方に押し戻した。これを足掛かりに他の野党ともしっかり連携し頑張ってまいりたい」。民進党の枝野幸男幹事長は１５日、東京都内で開かれた連合の会合で参院選について「善戦」を強調した。
　３２の１人区で野党側は３年前の２勝を大きく上回る１１勝を挙げた。民進党は改選議席４５から１０以上減らしたものの、前回の１７議席から大きく伸ばす３２議席を獲得。接戦区で競り勝ったケースが目立ち、岡田克也代表は１２日の党常任幹事会で「自民党は安倍晋三首相が回った１０の重点区で１勝９敗」と胸を張った。ただ、共産党との選挙協力が奏功したのは明らかで、党幹部の１人は「共産票がなければ、うちは勝てない」と断言する。　
　一方、党内の保守系には不満がくすぶる。執行部が共闘態勢に配慮して「憲法改正阻止」一辺倒になったのが伸び悩みの一因と見ており、長島昭久元防衛副大臣は「共産党と組めば、少し議席を取れても政権は取れなくなる」と周囲に漏らす。
　民進党の支持団体である連合も、共産党との共闘推進には異論が強い。１５日の会合では、枝野氏が席を立った後、神津里季生会長が「最悪の結果ではなかったという、ほっとした感覚が民進党の中であるのではないか」と苦言を呈した。
　執行部は月内に総括文書の原案をまとめ、両院議員懇談会などの議論を経て、８月上旬をめどに公表する予定だ。総括で共闘路線継続の方向性が出ても、代表が代われば方針転換は可能。こうした事情から、細野豪志前政調会長や前原誠司元外相のグループなどからは、候補一本化を図るべきだとの声も上がっている。（時事通信2016/07/15-19:45）
「野党は世界の常識踏まえた政治を」　塩崎厚労相
朝日新聞デジタル2016年7月15日16時34分
■塩崎恭久・厚生労働相
　（参院選の受け止めを問われ）私の（地元の）愛媛県を含めて、野党が統一候補を出すという世界的にも珍しいことをおやりになった。ＩＬＯ（国際労働機関）のガイ・ライダー事務局長が北京でのＧ２０労働大臣会合の時に、共産党も一緒だと聞いて驚愕（きょうがく）をされていた。やはり常識では考えられないことが日本では起きている。世界の常識を踏まえた政治をやっていかなきゃいけない。
　つまり、政党はそれぞれの安全保障観、社会保障観、経済政策観を持っているはずなので、それを捨象して、ただ安保法制廃止とか憲法改悪阻止とかで国民の生活がよくなるわけはない。自らの哲学を堂々と正面から語って、国民の心をつかむ努力をしていくことで、国民がより幸せに、生活もより安定していくということにつながる。ぜひ政党政治の原点に立ち返ってもらいたい。（閣議後の記者会見で）
自民分裂　野党共闘　首都決戦　国政に影響も

東京新聞　2016年7月15日 朝刊

　舛添要一前知事の辞職に伴う東京都知事選が十四日告示され、過去最多の二十一人が立候補した。投開票日は三十一日。自民党が一九九九年以来の分裂選挙となる一方、野党は四党の統一候補を擁立し、参院選と同様に与野党対決の構図になった。首都の新たな顔を決める選挙結果は、改憲やアベノミクス、原発再稼働を進めようとする安倍政権に影響を与える可能性がある。

　主な立候補者は届け出順に、ジャーナリストの鳥越俊太郎氏（７６）＝民進、共産、社民、生活推薦、前岩手県知事で元総務相の増田寛也（ひろや）氏（６４）＝自民、公明、こころ推薦、元防衛相で前自民党衆院議員の小池百合子氏（６４）ら。

　野党四党推薦の鳥越氏は「安倍政権のもとで、どんどん格差が生まれている。東京でも非正規で仕事をしている人たちがどんどん増えている」と指摘。こうした格差の解消や、がん検診の受診１００％を掲げている。

　自民など推薦の増田氏は「保育所の待機児童解消の地域別プログラムを一カ月以内に作る」と述べ、国との連携で実行する姿勢を強調。子育て、介護、災害の「三つの不安解消」を訴え、自公両党幹事長も駆け付けた。

　小池氏は「東京を日本経済のエンジンとして、アベノミクスのもたついている部分を東京で先に実現したい」と主張。都政の透明化、東京五輪関連予算の適正化を掲げる。自民都連所属の衆院議員や自民系区議の一部が支援する。

　都知事が二代続けて政治とカネの問題で辞職した反省から、自民は候補者選びで国会議員を除外し、官僚出身の増田氏を擁立。党所属の小池氏と票を分け合う展開となる。野党四党は告示二日前になって鳥越氏支援で一致。野党系市民団体の支援で出馬予定だった元日弁連会長の宇都宮健児氏（６９）が出馬を取りやめ、野党票の分散を回避した。

　十日に投開票された参院選比例代表の都内の得票は自民、公明、こころの合計が二百九十五万票。民進、共産、社民、生活が二百四十八万票で拮抗（きっこう）している。

　◇　

　小池氏は立候補に伴って衆院議員を自動失職した。これにより衆院東京１０区（豊島区、練馬区の一部）の補選が十月十一日告示、同二十三日投開票で実施されることが決まった。

◆７０年代　弱者配慮政策生む

　一千万人の有権者を代表し、十兆円を超える規模の予算を操る権限を持つ東京都知事。これまでも中央政界の事情を反映した選挙戦が繰り返され、結果は国政にも影響を与えてきた。

　五五年体制下の一九六七年に社会、共産両党の推薦を受けて初当選した美濃部亮吉氏は、七〇年代前半にかけて自民党政権に批判的な革新系首長が各地で誕生する先駆けとなった。

　七一年の都知事選で美濃部氏は、佐藤栄作首相との対決姿勢を示した。スローガンに「ストップ・ザ・サトウ」を掲げて大勝。七三年、七十歳以上の医療費無料化制度を始めるなど、政府は「社会的弱者」に配慮せざるを得なくなった。

◆９１年　小沢幹事長が辞任

　九一年の選挙では、自民党幹事長だった小沢一郎氏が主導して公明、民社両党との相乗り候補を擁立した。しかし、反発した自民党都連が推した現職に敗れ、小沢氏は分裂選挙で敗北した責任から幹事長辞任に追い込まれた。ただ、選挙で深まった小沢氏と両党との絆は、後の非自民連立政権樹立の基盤になった。

◆９５年　政党不信が強まる

　タレント出身の青島幸男氏が初当選した九五年は、汚職などで既存政党への不信が強まっていた時期。それにもかかわらず、当時の自民党や社会党などは「オール与党」体制で統一候補を擁立。青島氏は反発した都民の声を追い風に、無党派層も取り込んで勝利した。

　二〇一四年の都知事選には脱原発を掲げる細川護熙元首相が、小泉純一郎元首相の支援を受けて立候補した。東京が電力の大消費地となっていることを指摘し、国政課題とみられていた原発政策が、都知事選の大きな争点となった。　（我那覇圭）

都知事選、当選ラインは２００万票か　各陣営の票読みは
朝日新聞デジタル2016年7月15日11時48分

過去の都知事選の投票率と当選者の得票数
　舛添要一前知事の辞職に伴う東京都知事選（３１日投開票）は、２１人が立候補し論戦を繰り広げている。主要政党の与野党が対決する構図になったことなどから、複数の陣営が投票率が前回２０１４年（４６・１４％）を上回るとみる。都内の有権者数は約１１３０万人で、勝敗を分ける当選ラインは２００万票前後になると予想する。
　選挙戦には、野党４党の統一候補となった鳥越俊太郎氏（７６）＝民進、共産、社民、生活の党と山本太郎となかまたちなど推薦＝、自民、公明、日本のこころを大切にする党の推薦を受ける増田寛也氏（６４）、元防衛相の小池百合子氏（６４）らが立候補。小池氏は自民党都連との対決姿勢を打ち出しており、自民系の「分裂選挙」となっている。
　鳥越氏を支援する民進都連幹部は、増田氏、小池氏と３人で票を分け合うと想定し、「当選ラインは２００万票」。別の幹部は、増田氏が組織を固める自民らしい選挙を徹底し、小池氏は保守票と無党派層の一部を取り込むと読む。「鳥越さんのフィールドはそれ以外のすべて。受け皿としてやりやすい」
　増田氏の陣営幹部も同様に２００万票と見立てる。「参院選で自民、公明が都内の比例区で得た計約２８４万票に近い票をどこまで出せるか」。選挙戦の前半は、支援者に増田氏の名前を浸透させる方針だ。
　小池氏の陣営幹部は、投票率を「５割強」とみる。想定の当選ラインは１７０万～１８０万票。「増田氏、鳥越氏と３人で争うと思う。２００万票とれれば勝利は堅い」。陣営には党の支援がないが、「応援してくれる人は増えている。正攻法で訴えていきたい」。
　０３年から１４年まで５回あった都知事選では、トップの得票は２００万票超。最多は１２年の猪瀬直樹氏の約４３４万票で、知名度がある候補が大量の得票で圧勝してきた。
　当選者の得票が２００万票を切ったのは１９９９年（投票率５７・８７％）。自民系が分裂したが、石原慎太郎氏が初当選した。得票は次点に８１万票差の１６６万票。石原氏以外の候補者５人が６０万票以上を集めたため、得票が伸び悩んだ。
　投票率は、１１年（５７・８０％）までは統一地方選と重なり、１２年は衆院選と同日選で６２・６０％だったが、単独選挙となった１４年は４６・１４％と低かった。都内では、投票率が１０％下がれば投票者数が１１３万人減少するため、投票率の増減が当選ラインに大きな影響を与える。
’１６都知事選 　主要３候補、バタバタ準備　事務所、はがき　間に合わず
毎日新聞2016年7月16日　東京朝刊
　東京都知事選の主な候補者は、陣営の態勢が整わないまま走り始めている。告示直前の出馬表明で準備が遅れていたり、組織のバックアップがなかったり。各陣営は急ピッチで作業している。 
鳥越氏陣営 
　野党４党統一候補となったジャーナリストの鳥越俊太郎氏（７６）は参院選で３選した民進党・蓮舫氏の表参道にある事務所を引き継いだ。事務用品を入れ替えたため開設は告示日に間に合わず、作業が終わった１５日午後に紙の看板を張り、事務所開きにこぎつけた。 
　支援する各党の戦い方は異なり、民進のスタッフは事務所に詰め、共産党関係者は別の場所で選挙対策を練る。ツイッター、フェイスブックなどでの発信も１５日に始めた。 
増田氏陣営 
　元総務相の増田寛也氏（６４）陣営は外部からの問い合わせ窓口が決まっていない。スタッフは「状況を把握している者が、その場しのぎで対応する」と慌ただしそうに話した。 
　支援する自民都議によると、各議員の後援会名簿を基に選挙運動用はがきを送ろうとしているが、１５日もはがきが届かない。都知事選で候補者１人が出せるのは９万５０００枚。この都議は「宛名を書いたシールは用意した。届き次第すぐ発送したい」と語った。 
小池氏陣営 
　元防衛相の小池百合子氏（６４）は６月２９日に出馬表明し、７月３日にポスター用の写真撮影を済ませた。事務所は過去の選挙戦でも利用したＪＲ池袋駅前のビル内に構え、電話も告示前に引き終えた。 
　それでも陣営関係者は「大変なのはこれから」と漏らす。自民党の推薦を得られず、組織選挙が困難なため、ポスター張りやビラまきなどの人手は十分でない。過去９回の国政選挙を経験した小池氏だが、今回は違った戦い方で臨んでいる。【柳澤一男、円谷美晶、川畑さおり】 
都知事選 　ポスター張りも遅れ　主要候補
毎日新聞2016年7月15日　11時29分（最終更新　7月15日　12時11分）
　東京都知事選は告示（１４日）前日に構図が決まったことから、主な候補者の選挙運動が大幅に遅れている。１５日になっても、都内には選挙ポスターを張ることができていない掲示板が残る。 
　告示２日前に出馬表明したジャーナリストの鳥越俊太郎氏（７６）は１４日、自ら都庁脇にある掲示板にポスターを張るパフォーマンスをした。ただ、ポスターの写真撮影は１３日のテレビ出演と共同記者会見の合間に行い、全て刷り上がったのは立候補の受け付けが始まった後の１４日午前１０時ごろだった。選挙事務所の担当者は「民進、共産党の支援者を中心に大急ぎで張り出した。１４日中にとの指示だったが、張り切れなかった」と話す。 
　告示３日前の１１日に出馬表明した元総務相の増田寛也氏（６４）は、ポスターの印刷が追いつかなかった。陣営によると１３日の段階で刷り上がっていたのは予定の３分の１の約５０００枚だけだった。印刷が全て終わったのは１４日午前中だった。都内の自民党支部にポスターを渡し、総動員して掲示板を回っているが、全てに張り終えるのは１６日にずれ込む見通しという。 
　自民党の推薦を受けられなかった元防衛相の小池百合子氏（６４）は、応援する市議や区議らが手分けしてポスターを張った。１４日午前８時半に集合し、激しい夕立に見舞われながら深夜まで作業を続けた。多摩地域選出の男性市議は、１４日だけで２００カ所以上に張った。「組織がなく大変だが、ポスターは告示当日に張り終えるのが基本。１５日未明まで作業を続ける」と話した。 
　１０日に参院選を終えたばかりの区市町村の選挙管理委員会も、対応に追われた。 
　ポスターの掲示板は約１万４０００カ所。各選管は参院選投票からわずか３日間で掲示板を知事選用に取り換えなければならなかった。 
　都議会議事堂脇の掲示板では１１日午前９時過ぎから作業が行われ、参院選の候補者のポスターが張られた掲示板の上に、知事選用のボードを重ね、作業時間短縮を図った。都選管によると、多くの自治体で同様の方法が取られた。担当者は「時間がない中で各選管が工夫してくれた」と話していた。【円谷美晶、川畑さおり、柳澤一男】
＜都知事選＞事務所にも戦略あり　都庁・新宿区設置は１人

東京新聞　2016年7月15日 夕刊
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　過去最多の二十一人が立候補した東京都知事選（三十一日投開票）。主要三候補の選挙事務所について取材すると、立地にそれぞれの戦略が浮かび上がる。　（都知事選取材班）

　告示二日前に出馬表明したジャーナリスト、鳥越俊太郎さん（７６）の事務所があるのは、港区南青山のビル二階。十日の参院選で当選した、民進党の蓮舫さんが事務所に使った場所だ。鳥越陣営は「どこがいいとか言っている時間はない。手っ取り早く使えるところを押さえた」と明かす。

　広さは蓮舫さんが使った際の三倍のスペースを借りる。鳥越さんを推薦する民進、共産、社民、生活の野党四党の議員秘書らが“同居”するためだ。あるスタッフは「誰が何をやっているかまだ分からないが、急いで体制を整えたい」。

　■　

　自民と公明、日本のこころが推薦する元総務相の増田寛也（ひろや）さん（６４）の事務所は、永田町に近い千代田区隼町に設置された。自民党本部からは約五百メートルの距離で、新宿区の公明党本部からも車で約七分。増田さんを支援する各種団体の事務所も近く、支援者が集まりやすいという。

　組織選挙を象徴するように、事務所内は壁いっぱいに、ため書きと呼ばれる「祈必勝」のメッセージがずらり。陣営は「岩手県知事や総務相を務めた経験から、ほかの現職知事や区市町村長からも激励が届く」と強調した。

　■　

　東京１０区（豊島区、練馬区の一部）選出の自民党衆院議員だった元防衛相の小池百合子さん（６４）は、地元・池袋のビルに事務所を開設した。「衆院時代にこの事務所で勝ってきたから縁起がいいし、池袋の真ん中で多くの人の目に触れる抜群の立地でもある。広さもちょうどいい」と陣営幹部は語る。

　スタッフの間では、事務所に集まるよう連絡をする場合にも、ビル名の「のとや」にちなんで「のとや集合」と言うだけで伝わるくらいに定着。「今回もここに構えたのは自然の流れ」という。

　都選管によると、立候補した二十一人のうち選挙事務所の設置を届け出たのは十三人。このうち、元労相の山口敏夫さん（７５）は永田町、前兵庫県加西市長の中川暢三（ちょうぞう）さん（６０）は新宿に事務所を構えた。都庁のある新宿区に事務所を置いたのは中川さん一人だけという。

＜都知事選＞次の知事に望む　有権者の声

東京新聞　2016年7月15日

　都知事選が告示された１４日、候補者たちは都内各地の街角に立ち、支援を呼び掛けた。都内の有権者は１１２７万人。候補者をどんな視線で見つめ、何を期待するのか。都内の３カ所で聞いた。

◆お金の心配せず大学に・原宿

　若者文化を発信してきた原宿。雑貨店や飲食店が立ち並ぶ目抜き通りの竹下通りでは、平日にもかかわらず、多くの若者や外国人観光客でにぎわっていた。

　セールの服を買いに来たという狛江市に住む大学三年の男性（２１）は「自分は家が裕福じゃないので、奨学金をもらって大学に通っている。卒業後のことを考えると不安で…。服は必ず安いセール品」と苦笑する。「政治家にはお金のことを心配せずに大学に通えるようにしてほしいですね」と注文を付けた。

　恋人とかき氷を食べに来たという大田区のフリーターの男性（３０）は、短期の派遣労働で食いつないでいるという。「正社員と同じような仕事をしているのに、賃金にはものすごい差がある。非正規が長いと思うように正社員にもなれないし、格差を何とかしてほしいですね」と話した。

　　（神野光伸）

◆過疎対策 働く場を・檜原

　面積の９３％が山林で、過疎化と高齢化が進む檜原村では、村内の商店も約十店まで減少。村民の買い物を支援するため、村は第三セクターが運営するミニスーパー「かあべえ屋」を十三日にオープンさせた。都知事選が告示された十四日昼ごろ、店の駐車場には車が次々と止まり、買い物客でにぎわった。

　「村の状況を大きく改善してくれる候補がいる訳でなく、誰を選べばいいのか分からない」と話すのは、小学生を育てる母親（４５）。「過疎化で近所に友だちもいない。雇用を創出し、高卒の子でも働けるようにしてほしい」と求める。

　会社員の女性（６２）は「買い物の不便さを解消するのは大事。自然が多く、来た人は喜ぶ。もっと便利になって人が集まれば、活性化するはず。都は先頭に立つ村を支援してほしい」と期待。若い世代の雇用の受け皿づくりや、空き家対策への取り組みも求めた。

　　（村松権主麿）

◆老後の不安なくして・巣鴨

　縁日でにぎわう昼時の巣鴨・地蔵通り商店街。

　墓参りの帰りにウナギを買って帰宅途中という江東区の主婦（７３）は「今後の生活でどれくらいお金がかかるかが不安です」と話し、リタイア後の社会保障の充実を求めた。

　夫と二人で年間三百万～四百万円の年金で暮らす。「五輪が来るのは喜ばしいことだけど、開催費の使途が私たちには不透明に感じる。新知事にはそこに切り込んでもらいたい」

　「とげぬき地蔵尊」のある高岩寺（こうがんじ）の木陰で休んでいた男性（６５）は、生活保護を受けながら都内の公園で寝泊まりしているという。公園清掃の仕事に就いていたが、体調を崩し静養中だ。

　年金を受けるためにアパートを探しているが、入居のための一時金の支払いもままならない。「警備会社に応募したが、身元が判然としないと断られた。生活保護から毎月五百円ずつためようかな」。男性は都営の無償住宅の拡充を求めた。　（皆川剛）

◆有権者数過去最高１１２７万４０８０人

　都選挙管理委員会は、十三日現在の有権者数が千百二十七万四千八十人と二〇一四年の前回知事選を四十五万三千人上回り、過去最高になったと発表した。男性は五百五十三万七千八十九人、女性は五百七十三万六千九百九十一人。

産経新聞2016.7.16 01:00更新 
【政界徒然草】都知事選で小池百合子流のけんか殺法はどこまで通用するのか？　鳥越俊太郎氏の出馬でやや計算に狂いが…

有権者らと握手する小池百合子氏＝１４日午後、東京・新宿 
　「崖から飛び降りる覚悟」と述べて東京都知事選（７月３１日投開票）に無所属で立候補した元防衛相の小池百合子氏（６４）。元総務相の増田寛也氏（６４）＝自民、公明、日こ推薦＝やジャーナリストの鳥越俊太郎氏（７６）＝民進、共産、社民、生活推薦＝らによる包囲網を向こうに回し、発信力を武器に正面突破を図る。強大な敵役を作り挑む構図は、小泉純一郎元首相直伝の“けんか殺法”といえる。小池氏は「最も厳しい戦い」を勝ち抜けるのか。
　「私を応援すると一族郎党罰するということだ。それを乗り越えて駆けつけてくれた、その覚悟と信念に感謝する」
　知事選が告示された１４日、小池氏は地元の東京・ＪＲ池袋駅前で行った第一声で、応援に駆けつけた自民党の若狭勝衆院議員（比例東京）らへの謝意を口にした。
　自民党都連は推薦した増田氏以外の候補者を応援した場合、親族も含めて「除名などの処分対象となる」との文書を所属国会議員や地方議員に配布している。この日の小池氏の演説には若狭氏や一部区議を除き、都連所属の議員の姿はみられなかった。
　小池氏の発言は、露骨な締め付けに対する反発だ。若狭氏は記者団に「例えば小泉純一郎元首相が小池氏の応援に訪れたら、小泉進次郎氏が処分対象になる」と皮肉った。都連幹部も「小池氏は都連の意思決定過程や体質に対する批判票を集めようとしている。こんな文書を出したら、小池氏がジャンヌ・ダルクと重なって同情票を集めてしまう」と危機感を隠さない。
　さらに、小池氏は外国人地方参政権をめぐって増田氏への批判を強めている。１４日の第一声では「反対だ。地方だからいいと思っているのは大間違いだ。何らかの意図を持った人が押し寄せてきたらどうなるのか。地方自治だからと外国人参政権をむやみに与えるのは反対だ」と明言した。
　これは、岩手県知事時代に外国人地方参政権付与に前向きな発言をした増田氏と、付与に慎重な自民党とのズレを突いた発言だ。都連内にも増田氏擁立前から「そこは修正させなきゃいかん」との声が強かった。
　増田氏は１４日のＢＳフジ番組で「地域のコミュニティーでの意向を重視していくべきだ。岩手県知事時代、私は県民の意見を聞いて『賛成だ』と言った。都民の意見を聞くと、反対の方が大変多い。そういう意見に従うべきだ」などと釈明に追われた。
　対鳥越氏では、小池氏は「究極の後出しジャンケン」と批判し、政策面での出遅れを指摘している。
　この手法は、党内の反対派を「抵抗勢力」と位置づけ突破力を印象づけることで国民の支持を得た小泉氏の手法に重なる。
　細川氏ら野党は、５年７月の衆院選で自民党を過半数割れに追い込み、８党・会派による非自民連立政権を誕生させた。細川氏は同年８月、７９代首相となる。小池氏は政治活動の集大成として、２人の元首相から得たものを知事選にぶつけているようにも映る。
　情勢はどうか。ある自民党都連幹部は当選ラインを前回都知事選で舛添要一前知事が獲得した約２１０万票とみて、参院選（１０日投開票）の東京選挙区での結果に注目する。
　東京選挙区で自民、公明両党が獲得した比例票は計約２８４万票。鳥越氏を推す民進、共産、社民、生活４党の比例票は計２４８万票だった。この都連幹部は東京選挙区で当選した２人の自民党候補のうち組織を総動員した候補と公明党候補を足した計約１６５万票を増田氏の“基礎票”とみる。そのうえで、こう語った。
　「現状では保守分裂により鳥越氏がリードしている。浮動票を食われている小池氏は誤算だろう。ただ、鳥越氏は政策面で弱く、失速することもあり得る。浮動票が小池氏に流れていくだろう。ただ、今後の調査で増田氏が小池氏をリードすれば、勝ち馬に乗ろうと増田氏に票が流れるのではないか。増田氏が勝てる戦いだ」
　小池氏は「私はアイスブレーカー（砕氷船）だ」と周囲に述べ、不利とみられる情勢でも真正面からぶつかっていく姿勢を強調している。キャスターから参院議員、そして衆院議員に転身し、１７年の郵政選挙では、選挙区を変えて造反組への「刺客」として戦い、当初の下馬評を覆して大勝した。
　防衛相時代の小池氏は、当時「防衛省の天皇」との異名を取った大物事務次官の更迭を打ち出し、省内で激しい対立劇を繰り広げた。小池氏は内閣改造で防衛相を外れる痛み分けとなったが、大物次官はのちに東京地検特捜部に収賄容疑で逮捕された。
　敗北の苦い過去もある。２０年の自民党総裁選に出馬したものの麻生太郎副総理兼財務相に敗れた。野党時代の２４年の総裁選では、立候補した石破茂地方創成担当相を支持したが、石破氏が安倍晋三首相に敗れ、小池氏が要職から遠ざかるきっかけとなった。
　無所属で突入した戦いは、都民の支持を得るのか、墓穴を掘った形で終わるのか――。
（政治部　沢田大典）
　◇　
【その他の立候補者】
　高橋　尚吾３２　無新
　谷山雄二朗４３　無新
　桜井　　誠４４　無新
　マック赤坂６７　無新
　山口　敏夫７５　諸新
　山中　雅明５２　諸新
　後藤　輝樹３３　無新
　岸本　雅吉６３　無新
　上杉　　隆４８　無新
　七海ひろこ３２　幸新
　中川　暢三６０　無新
　関口　安弘６４　無新
　立花　孝志４８　諸新
　宮崎　正弘６１　無新
　今尾　貞夫７６　無新
　望月　義彦５１　無新
　武井　直子５１　無新
　内藤　久遠５９　無新
産経新聞2016.7.15 10:30更新 
【阿比留瑠比の極言御免】鳥越俊太郎氏が都知事となって本当に大丈夫なのか？

野党４党幹部らと団結する鳥越俊太郎氏（中央）。左から社民党・又市征治幹事長、民進党・枝野幸男幹事長、鳥越氏、共産党・小池晃書記局長、生活の党・川島智太郎事務総長＝１２日、東京都千代田区・衆議院第二議員会館（納冨康撮影） 
　１４日告示の東京都知事選で、民進、共産、社民、生活の野党４党はジャーナリストの鳥越俊太郎氏を協力して支援するという。どこの誰を支持しようと自由だが、かねて産経紙面で鳥越氏の「危うさ」を指摘してきた身としては、果たして大丈夫だろうかとの懸念を禁じ得ない。
　「（鳥越氏の出馬）記者会見を見て、われわれから応援させていただきたいと今、確認した」
　民進党の枝野幸男幹事長は１２日、４野党共同記者会見でこう述べた。共産党の小池晃書記局長は「鳥越氏の勝利のために力を尽くしたい」、社民党の又市征治幹事長は「全面的に支えて全力を挙げて頑張る」とそれぞれ気勢を上げた。
　だが、彼らは鳥越氏の記者会見を聞いて、本当に素晴らしいものだと感じたのだろうか。すでにインターネット上で話題となっているが、例えば鳥越氏は自身の戦争体験について語り、「戦争を知る世代」だと強調する文脈でこんな発言をしていた。
　「私は昭和１５年の生まれです。終戦の時、２０歳でした。もちろん、空襲も防空壕（ごう）に逃げたことも覚えています」
　誰だって勘違いや言い間違いはあるし、いちいち揚げ足を取る気はない。だが、これはそんな問題だろうか。話の核心部分でこんな間違いは普通しない。
　仮に単なる言い間違いだとしても、ここしばらくの鳥越氏の発言には聞いていてはらはらさせられるものが多いのも事実だ。今年２月の記者会見では、高市早苗総務相の米議会勤務歴について「経歴詐称」と断じ、こう決め付けた。
　「見習い待遇で無給で未契約のフェロー。コピー取り程度、お茶くみ程度の役しかしていない」
　ところが、これに高市氏が議員立法やスピーチのための調査に従事し、１カ月２千ドルの研究費の送金を受けていたことを示して反論すると、弁護士を通じて回答した。
　「撤回・修正するのもやぶさかではない」
　根拠なく、高市氏を中傷していたことを事実上、認めたのである。鳥越氏は同じ記者会見で、保守系の学者らでつくる「放送法遵守（じゅんしゅ）を求める視聴者の会」が本紙などに意見広告を出したことに関してこう述べた。
　「日本会議という右翼的な団体があって、そこからお金が出て、産経と読売に意見広告が出ている、ということがある程度分かってきている」
　この発言も日本会議に虚偽、事実無根として撤回と謝罪を求められることになった。一切、事実関係を検証しないまま、堂々と陰謀論を口にしてはばからない姿は、とてもジャーナリストの流儀とは思えない。
　鳥越氏は３月の記者会見でも、「安倍晋三政権はテレビ報道を神経質に気にしていて、監視チームを作ってチェックしている」と明言したが、これも証拠も証言も示しておらず、根拠不明で裏付けは乏しい。過去に新聞記者だったことが信じられないぐらい「事実」を軽視してはいないか。
　「関心がなかったので、まだ増田寛也氏（元総務相）と小池百合子氏（元防衛相）の政策を読んでいません」
　鳥越氏は１２日の記者会見ではこうも語り、対抗馬がどんな都政を構想しているかにも興味がなかったことを明かした。知名度の高い鳥越氏が立候補に意欲を見せたとたん、一斉に支持に回った野党４党は、都民の将来に責任が持てるのか。
都知事選　主な候補者の第一声詳報　明日を託せるのは誰？

東京新聞　2016年7月15日 朝刊

 （上から届け出順）

◆鳥越俊太郎氏

「困ったを希望に変える」引き継ぐ

＜公約＞

納税者を意識した行政

結婚、育児可能な環境づくり

大介護時代への対応

がんの検診受診率１００％

原発はできるだけ減らす

　都民が汗水流して働き、都政運営のため税金を出している。その税金がきちんと使われているか、出した方も受け取った方もあまり意識していない。その典型が舛添要一前都知事の問題なのでは。税金をいいかげんに使った問題が今回の都知事選の出発点ということを忘れないでほしい。

　報道現場をずっと歩き、常にアウトサイダーとして真実は何か見極めてきた。今回はアウトサイダーを気取っているだけでいいのかという気持ちが芽生え、立候補を決意した。都で何が問題か、自分なりに見極めて新しい都政をつくる。そういう仕事をしたい。

　スローガンとして、住んで良し、働いて良し、環境に良しの三つの良しという都を実現したい。

　住んで良し。都にはいろんな能力を持ち、同時にいろんな問題を抱えている方が住んでおられるが、行政がきちんと手を加えれば全国でも一番住みやすい希望の街だ。（立候補を断念した）宇都宮健児さんの「困ったを希望に変える東京へ」は名キャッチコピー。まさにこれだ。これから出てくる私のチラシにこのキャッチコピーが出てくる。

　二番目の働いて良し。最近は安倍政権下で格差が生まれ、非正規で仕事している人が増えている。これは変えていかなければいけない。私が都知事になったら黙っていないでこういう問題があるよ、という声を聞かせてほしい。私の最大の長所は聞く耳を持っているということだ。私が当選すれば、初めて都民に耳を傾ける知事がでてくる。

　三番目に、環境に良し。緑が多く非常にゆったりと暮らしていける素晴らしい環境にしたい。都が環境を悪化させる状況では困る。

　皆さんとともに、皆さんの側に立って戦う。一緒に新しい東京をつくっていこう。　（新宿駅東南口）

＜とりごえ・しゅんたろう＞　福岡県出身。京大卒。毎日新聞社に入社。テヘラン特派員、サンデー毎日編集長をへて、退社後は「ザ・スクープ」など報道番組のキャスターやコメンテーター、関西大教授を務めた。桶川女子大生ストーカー殺人事件の報道で日本記者クラブ賞を受賞。「報道は欠陥商品と疑え」など著書多数。がんを患い、がんに関する著書もある。趣味は車の運転、歌うこと、映画。７６歳。

◆増田寛也氏　

五輪後のグランドデザイン描く

＜公約＞

８千人の待機児童を早期解消

首都圏全体で介護体制を構築

首都直下地震への防災力強化

２０２０年東京五輪を成功に導く

五輪以降の東京の発展に道筋

　都政の混乱に終止符を打たなければならない。

　今、都政には課題が山積している。まず私は都が抱えている三つの不安を解消する。一つ目は子育てに対する不安の解消。待機児童八千人。実際はもっと多い。私は知事に就任して一カ月以内に待機児童解消の地域別のプログラムを作る。

　二つ目は高齢化に対する不安の解消。十年以内に七十五歳以上の方は五十万人増える。高齢化の対応をきっちりと進める。

　三つ目は災害に対する不安の解消。首都直下地震はいつ起こるか分からない。ハード面でもソフト面でも災害に強い東京にする。

　一方で、二〇二〇年五輪・パラリンピックの準備が今、遅れている。五輪の準備を急ぐ。都民の負担を最小限にし、夢のある五輪の実現に努める。東京には世界中から大勢の観光客が来る。おもてなしをもっとよくし、ハードのイベントを高めればまだまだ来る。女性の活躍も重要。都庁の中でも私は幹部職員に女性を登用し、女性の意見を都庁の政策の中にしっかりと反映したい。

　そして、二〇二〇年以降の東京のしっかりとしたグランドデザインを描く。五輪は一つの通過点。その後の東京に五輪のエネルギーをどのように伝えていくのか。やるべきことはいっぱいある。

　私は知事になることが目的じゃありません。知事になって何をするのかを真剣に考えてきた。人口問題しかり、東京の抱えている問題を外から見ることによって、東京の処方箋をしっかりと描いてきた。

　東京生まれ、東京育ち。今度は実行する責任者として、私の使命感として確実に実行していく。そして都民に約束したことをお返しすることで、世界一の東京を築いていきたい。　（千代田区隼町）

＜ますだ・ひろや＞　東京都出身。東大卒。旧建設省の官僚から、当時の小沢一郎・新進党幹事長に推され、１９９５年に岩手県知事に当選。３期１２年務め、改革派知事として地方分権の旗を振った。２００７年、当時の安倍晋三首相に請われて第１次安倍内閣で総務相に就任。１４年、消滅する可能性のある自治体名を公表し、東京一極集中に警鐘を鳴らすリポートを発表した。趣味はサイクリング、乗馬。６４歳。

◆小池百合子氏

誰もが生き生き暮らせる東京に

＜公約＞

都政の透明化

五輪関連予算・運営の適正化

行財政改革の推進

都知事報酬の削減

特区制度の徹底活用

　参院と衆院で二十四年間働いた国政を離れ、組織やしがらみを超えて都知事選にまい進する。四年間に三人の知事が代わり、さまざまな問題が起こった。二〇二〇年東京五輪・パラリンピックを迎える今だからこそ、東京を大改革し、未来の東京を都民の手で都民のための都政へと取り戻す。

　都政をもっと見える化する。透明性を高める。ガバナンスを明確にする。たった一握りの人が、いつ、どこで、何を決めているか分からないような都政をやめていく。五輪関連予算もしっかりと見ていく。都民一人一人が納得してこそ、真の成功がある。

　誰もが生き生きと暮らせる東京を実現したい。子育てか仕事か選ばなければならない、そんなことをやっているのは日本だけ。女性の観点から、みんなが納得し、安心できる東京にしていく。介護や育児に必要な場所は都の遊休地を活用する。韓国学校に都有地を貸すのでなく、地域のニーズに応えるのを優先する。

　首都直下型地震に備え、木密（木造住宅密集）地域をより安全にする。災害時に救助の妨げにならないよう、無電柱化も進める。乳児のための液体ミルクも日本で製造できるようにしたい。こうしたこまやかな心遣いが都民の心をつかみ「東京で働きたい、子育てをしたい」という人が増えると思う。

　アベノミクスのもたついている部分を東京で先に実現し、日本全体を引っ張っていきたい。日本経済の成長エンジンとしての東京は、国際的な地位が低下している。もう一度、引っ張り上げたい。地域のみなさんが頑張ってこそ、東京は盛り上がる。みなさんが「一緒にやってやるぞ」という気持ちになる政策を選挙戦で示す。ぜひ、ともに大きなオーケストラにしていこう。　（池袋駅西口）

＜こいけ・ゆりこ＞　兵庫県出身。カイロ大卒。アラビア語通訳、経済ニュース番組キャスターを経て１９９２年、当時の日本新党から参院選に初当選。翌９３年から衆院議員となり、８期連続当選。２００２年に自民党入党。０３年に当時の小泉純一郎首相に請われて環境相、０７年には第１次安倍内閣で女性初の防衛相を務めた。環境相時代は夏の軽装「クールビズ」を広めた。座右の銘は「備えよ常に」。６４歳。

◆中川暢三（ちょうぞう）氏

日本一開かれた都政を実現

　私は行政だけでなく、民間企業に２０年以上勤め、東京のまちづくりに関わってきた。現場を知っているからこそ大きな改革ができる。官民での経験を生かし、都政を立て直す。都民一人あたり年間２万円の減税や固定資産税の１割減税を目指すほか、都議の在職定年制を設け、知事給与も半減させる。これまでの行政の常識を変え、日本一開かれた都政を実現したい。　（新宿区新宿）

◆山口敏夫氏

五輪を優先する行政は問題

　都民にとって一番大事な問題は、２０２０年東京五輪・パラリンピックの諸事業が、都民生活を大いに脅かしていることだ。そのことを理解してもらうために立候補した。待機児童対策や特別養護老人ホームの不足など、課題は山積。都民、国民の命に関わる原発の問題も先が見えていない。これらが放り出されたままだ。五輪を優先する行政のあり方は問題だ。　（新宿駅西口）

与党大勝「おごらず、真剣に」…自民各派が会合

読売新聞2016年07月15日 09時59分

　自民党の各派閥は１４日、参院選後初めての会合を開いた。

　各派幹部からは次期衆院選を見据え、与党大勝による緩みを戒める発言が相次いだ。

　二階総務会長は二階派の会合で、自民党が２７年ぶりに単独過半数を回復する見通しになったことに触れ、「おごらず、こういう時だからこそ真剣に対応していかなければいけない」と述べた。

　参院選で、東北地方を中心に改選定数１の「１人区」で野党統一候補に敗れる選挙区が相次いだこともあり、野党共闘への警戒の声も上がった。

　細田派会長の細田博之幹事長代行は、「野党は次の衆院選でも結束して候補者を立ててくるだろう。気を引き締めて、どんな選挙でも勝てる態勢をとっていきたい」と呼び掛けた。石破派の会合でも、「大勝を手放しに喜べない。野党連携が衆院選にどう影響するかを分析しないといけない」との意見が出た。

社民、政党要件クリア＝得票率２％超、２２年まで有効－参院選
　総務省は１５日、先の参院選の確定値を発表した。それによると、社民党の比例代表での得票率は２．７４％で、「得票率２％以上」の政党要件をクリアし、６年後の参院選までは政党交付金を受ける資格を確保した。
　参院選で社民党は、吉田忠智党首が落選して「国会議員５人以上」の要件を失った。同党は２０１３年の参院選でも比例で２％以上の得票があり、１９年まで政党要件を満たすことが決まっていたが、２２年まで延長された。
　一方、生活の党は比例の得票率が１．９１％で２％に届かなかったものの、岩手、新潟両選挙区で党籍を持つ無所属候補が当選したため、「国会議員５人以上」の要件は維持できる見通し。日本のこころを大切にする党も１．３１％の得票率にとどまったが、同党は１４年の衆院選比例代表で２％以上の得票があるため、政党として存続する。　（時事通信2016/07/15-16:12）
82％「今後投票に行く」　18歳ネット調査、参院選後

共同通信2016/7/15 19:14

　共同通信社は参院選に関する18、19歳を対象としたインターネット意識調査（第4回）を選挙後実施し15日、結果をまとめた。今後、国政や地方選挙の投票に行くかを聞いたところ「必ず行く」「行くつもりだ」との回答が計82.6％に上った。「行かないつもりだ」「行かない」は計17.5％だった。

　今回の参院選で「18歳選挙権」が国政選挙として初めて適用されたことを受け、有権者としての意識が高まっている様子がうかがえる。

　参院選で投票に「行った」との回答が60.1％、「行かなかった」は39.9％。実際の18、19歳の投票率は総務省の抽出調査で45.45％だった。

参院選無効、東京でも提訴＝山口弁護士グループ－１票格差
　１０日投開票の参院選は議員定数が人口比例配分ではなく違憲だとして、山口邦明弁護士らのグループが１５日、東京、神奈川の両選挙区と比例代表の選挙無効を求める訴訟を東京高裁に起こした。「１票の格差」をめぐっては、同グループが１１日に広島高裁で提訴したほか、升永英俊弁護士らのグループも、全４５選挙区の無効を求めて１４高裁・支部に訴えを起こしている。　
　今回の選挙は、格差是正のため初めて都道府県の枠組みを超えて合区を行った上で、定数を「１０増１０減」し、１票格差は最大３．０８倍だった。
　山口弁護士らは１０増１０減について、「一部の選挙区の定数を増減しただけで、２０１３年の前回選挙を『違憲状態』とした最高裁判決を無視している」と指摘。「国会議員は、民意の反映よりも自分たちの損得を第１に考えており、制度改革を国会の自主性に委ねてはならない」と訴えている。（時事通信2016/07/15-19:18）
典範改正、先送りの歴史＝「女性天皇」「女性宮家」案－生前退位
　安定的な皇位継承をどう確保するか。皇族減少にどう対処するか。こういった問題意識から、政府は近年、皇室典範の見直しに取り組んできた。２００５年に小泉内閣は「女性・女系天皇」を容認、１２年には野田内閣が「女性宮家」を創設する案をそれぞれ打ち出したが、典範改正への根強い慎重論を背景に、その都度、実施が先送りされてきた。
　小泉純一郎首相（当時）は０５年１月、男系男子に限られている皇位継承の在り方を見直すため、私的諮問機関「皇室典範に関する有識者会議」を設置した。皇室では当時、秋篠宮さま以来４０年近く男子が誕生しておらず、皇位継承の安定性が損なわれかねないと危ぶまれていた。
　有識者会議は同１１月、「女性天皇」や、母方が天皇の血筋を引く「女系天皇」を容認する最終報告書を取りまとめた。政府はこれを基に、皇室典範改正案の国会提出を目指した。
　だが、翌０６年２月に秋篠宮妃紀子さまのご懐妊が明らかになると、安倍晋三官房長官（当時）は「大切なのは静かに見守ることだ」などと典範改正に慎重論を唱え、見直しの機運は急速にしぼんだ。同９月の長男悠仁さまのご誕生で、当面は男系男子による皇位継承が維持できる見通しとなり、改正は見送られた。
　旧民主党政権の１１年には、野田佳彦首相（当時）の下で、女性皇族が結婚後も皇族の身分にとどまる「女性宮家」創設に向けた検討作業が始まった。女性皇族が結婚した場合は「皇族の身分を離れる」とした皇室典範の規定により、将来的な皇族減少への懸念が強まったためだ。
　政府は１２年１０月、女性宮家の創設案と、結婚した女性皇族が国家公務員として皇室活動を継続する案を併記した論点整理を取りまとめた。しかし、同１２月の衆院選で自民党が政権に復帰し、第２次安倍内閣が発足すると立ち消えとなった。
　停滞していた見直し論議は１４年、高円宮家の次女典子さまの結婚に伴う皇籍離脱などを契機に再び動きだす。皇族減少が一段と深刻化するとみて、政府は休眠状態だった内閣官房の皇室典範改正準備室に人員を再配置。政治問題化を避けるため、今年の参院選後から議論を本格化させる予定だった。（時事通信2016/07/15-18:54）
天皇陛下、早期退位想定せず　公務「このペースで臨む」

共同通信2016/7/16 02:00
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皇居・宮殿（左）と宮内庁＝14日　天皇陛下が皇太子さまに皇位を譲る生前退位に向けた法改正を政府が検討していることを巡り、天皇陛下自身は早期退位の希望を持たれていないことが15日、政府関係者への取材で分かった。

　陛下は例年、年明けと夏に定期健康診断を受けているが、現在は目立った不安は見つかっていない。最近も宮内庁側と公務の負担軽減が話題になった際、陛下は「まだまだこのままのペースで臨む」と明言。側近らにも、退位という文言や時期を明示したことはないという。

生前退位、対応求める声相次ぐ　麻生氏は摂政制度に言及
朝日新聞デジタル2016年7月15日19時50分
　天皇陛下が「生前退位」の意向を示していることを受けて、政府や与野党から対応を求める声が相次いでいる。麻生太郎副総理兼財務相は１５日、天皇に代わって国事行為を行う「摂政」制度に言及した。有識者会議を設け、生前退位の検討を始めるべきだという意見も出ている。
　麻生氏は１５日の閣議後会見で、「（天皇陛下が）ご高齢ということを考え、非常に負担がかかるということであればどう対応していくかは政府で考えないといけない」と述べた。その上で、「大正天皇の後半のころも昭和天皇が実質的にしておられた面がある」と指摘。大正天皇の病が重くなった１９２１年、当時は皇太子だった昭和天皇が摂政に就いたことを例に挙げ、現在の皇室典範にも規定がある摂政を置くことが負担軽減策の一つになり得るとの考えを示した。
　また、高市早苗総務相もこの日の会見で「天皇陛下のご公務のご負担を少なくしようということは多くの方が思っている。政府も極力、考えていかなければいけないことだ」と語った。
　政府は今のところ、生前退位のための皇室典範改正には慎重な考えを示している。菅義偉官房長官は同日の会見で、政府が内閣官房に置いている皇室典範改正準備室は皇族の減少への対応を検討するものだと改めて説明。準備室で「生前退位」を検討することについては「全く違う」と改めて否定した。そのうえで、皇族減少への対応については「かなり具体的な形で対応することができるように検討中だ。年内というよりも、早急に対応しなければならないという問題意識を持っている」と話した。
　しかし、自民党の派閥会長の一人は「（生前退位が）陛下のご意思なら柔軟に対応していかなければいけない」と話す。民進党の岡田克也代表も１４日の記者会見で「有識者が議論する場を政府がつくり、しっかり議論して頂きたい。国会においてもしっかり議論していきたい」と語った。
伊藤律 告発の肉筆手記　ゾルゲ事件「スパイ説」冤罪

東京新聞　2016年7月15日 夕刊

	 伊藤律が晩年に書き残した「獄中の遺書」。「私がドイツ人ゾルゲにソ連への情報を渡したというのである」と、特高にゾルゲ事件への関与を疑われた際の驚きをつづっている
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　昭和史に残る国際スパイ事件「ゾルゲ事件」の密告者と言われた、日本共産党の元幹部、伊藤律（一九一三～八九年）が「獄中の遺書」と題した大量の肉筆手記を残していたことが分かった。事件と自身の関係を順を追って記し、自身が密告者に仕立て上げられた背景には「特高（特別高等警察）のあくどい策謀があった」とスパイ説への反論をつづっている。　

　　（森本智之）

　生前の律と親交があり、手記を保管してきた社会運動史研究家の渡部富哉さんは「律本人がこれだけまとまってゾルゲ事件について述べた資料はこれまでなかった」と重要性を指摘している。出版を検討しており、十六日に都内で開くシンポジウムで報告する。

　手記は二百字詰め原稿用紙で約二千五百枚あり、晩年の八三～八六年にまとめられた。共産主義者としての自身の半生や党の活動を振り返る内容で、ゾルゲ事件については前半の一部に記載がある。

　律は戦時中、治安維持法により壊滅状態にあった共産党の再建運動に取り組み逮捕された。取り調べの中で、旧ソ連の諜報（ちょうほう）員リヒャルト・ゾルゲを頂点とする国際組織のメンバーを密告したとされ、ゾルゲら二人が死刑となった。戦後に党を除名され、滞在先の中国で二十六年の獄中生活を強いられた。

　近年の研究で、この「律＝特高のスパイ説」は特高などが主導した冤罪（えんざい）としてほぼ否定されている。

　手記によると、律はゾルゲグループの存在を知らなかった。端緒となったメンバーの女性、北林トモについても会ったことはあったが、名前すら知らなかった。グループの摘発が始まった一九四一年秋になって、特高の取調官から、初めて北林の名前を聞かされた。

　その際、「愛国心から進んで北林トモのことを供述したと書け」と求められ、しかもその供述の日付を事件がまだ発覚していなかった一年前にするよう言われた。そうすることで、律の供述を端緒に摘発が始まったように見せ掛けることができる。グループの主要メンバーには近衛文麿の側近で、律と家族ぐるみの付き合いのあった尾崎秀実（ほつみ）も含まれ、ショックを受けた律は特高のこの要求を受け入れてしまった。

　手記では「いまにして思えば、ここには尚真相不明な当局の策謀があった。が、度を失っていた私はやすやすと敵の罠（わな）にはまった」と悔いている。

　律は日本に帰国してから亡くなるまでの九年間で大量の手記を残しており、これまでにも中国での獄中生活をつづった『伊藤律回想録』（文芸春秋）などを出版している。

　＜ゾルゲ事件＞　１９４１年１０月に警視庁が摘発した、ソ連による国際スパイ事件。ドイツの新聞特派員として来日したリヒャルト・ゾルゲや、中国通で近衛文麿首相のブレーンだった満鉄嘱託の尾崎秀実らが中心となり、日本の政治や軍事の機密を長期にわたりソ連に報告した。中でも、日本がソ連との戦争を回避し南進するという情報は第２次世界大戦の行方に影響を与えたと言われる。逮捕者は３５人にのぼり、ゾルゲと尾崎の２人が死刑になった。組織が巨大で大物も含まれていたことなどから開戦前夜の東京をパニックに陥れた。

生活「苦しい」世帯が約６０％ 厚生労働省調査で
NHK7月16日 4時48分
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世帯の所得などについて、去年、厚生労働省が行った調査で、生活が「苦しい」と回答した世帯は全体のおよそ６０％で、過去最悪だったおととしより減少したものの、依然として高い水準だったことが分かりました。
厚生労働省は毎年、世帯の所得などを調べる「国民生活基礎調査」を行っていて、去年は６月から７月にかけて、全国の４万６６００世帯余りから回答を得ました。
それによりますと、１世帯当たりの平均所得は５４１万９０００円で、おととしよりも１３万円増えたものの、３００万円未満の世帯が全体の３４％と３分の１を占めていました。
生活の状況について尋ねたところ、「大変苦しい」と回答した世帯は２７．４％で、「やや苦しい」と合わせると、全体の６０．３％が生活が「苦しい」と回答しました。これは、過去最悪だったおととしより２．１ポイント改善したものの、依然として高い水準となっています。
厚生労働省は「雇用の状況が改善されるなどして、全体的には所得が増えたものの、物価の上昇などによって、高齢者や子育て世帯を中心に生活が苦しいと感じているのではないか」と分析しています。
